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4 ソニーの金融ビジネス要約財務諸表の性質
ソニーは，前述の「ビジネスセグメント情報」として，「エレクトロニ
クス」，「ゲー ム」，「音楽」，「映画」，「保険」，「その他」の 6区分について，
1998年3月期より米国SFAS第131号に準拠し， さらに，わが国連結財務
諸表等規則にも従った形で開示を行っている。この 6つのビジネスセグメ
ントの中で，ソニーの事業内容からみて特殊なものとして，「保険（のち
金融）ビジネス」セグメントが注目されている。（前回の48巻 5号参照）
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ソニーは，連結財表注記事項の「セグメント情報」とは別の個所に，有
価証券報告書の第一部 企業情報の第2「事業の状況」の個所で，金融ビ
ジネス情報について種々の説明を加えている。
その「事業の状況」において，以前からセグメント情報に関連した文章
説明が詳しく記載されていたが平成12年 (2000年） 3月期より初めて，
この年度分だけの「保険ビジネス要約貸借対照表（監在対象外）」が，「…
連結財務諸表の理解と分析に役立つものと考えています。」として新たに
開示された。そこでは，「保険ビジネス区分のみの貸借対照表」と「保険
ビジネスを持分法評価したソニー連結」とを一表で比較表示して開示され
た（）ただし要約損益計算書と要約キャッシュ・フロー計算害は開ホされ
ていなかった。
2001年 3月期になってそれの開ホ量が増加され，「保険ビジネス要約財
務諸表」として， 2000年3月期分と2001年3月期分の比較表示形式により．
「要約貸借対照表（監介対象外）」，「要約損益計算書（監介対象外）」，「要
約キャッシュ・フロー計算等（監介対象外）」の 3つの財務諸表を一箇所
にまとめて開示している。それらの要約財務諸表では，「保険ビジネス」9 「保
険ビジネスを除くその他のビジネス」．「ソニー連結」の 3つの欄が設けら
れている。
2002年 3月期では，前年度までの「保険ビジネス」から「金融ビジネス」
へとセグメント区分名称が新たに変更され．その実質的内容も銀行 (2001
年 6月開業）を含めたものに変ってきた。なお，前年度に保険ビジネスと
して開示されたものも実質的に新しい金融ビジネス区分に適応するよう
に， 2001年 3月期分も新しい数値に遡及開示した 2か年分の開示となって
いる。また．その 3つの財務諸表は共に外部監在対象外として表示されて
いる。そこで開示された勘定科H等も前年度とほぽ同様である。
2003年3月期には，金融ビジネス要約財務諸表についての説明も詳しく
なり「金融ビジネスはソニーの連結財務諸表に含まれています。以下の
表は金融ビジネスの要約財務諸表，金融ビジネスを除くその他のビジネス
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の要約財務諸表およびソニー連結の要約財務諸表です（監査対象外）。」と
まず記載し，その 3つの要約財務諸表について，前年度と同様に，前期分
と当期分の 2か年分を比較形式で開示している。要約貸借対照表について
は， 2002年3月期開示分よりさらに表示勘定科目数も増加し内容が詳し
くなっている。その 3つの要約財務諸表については，次節以下で，個々に
引用し，その内容を取上げたい。
これらの要約財務諸表の性格について，「ソニーの連結財務諸表の作成
に用いられた米国会計原則においては要求されていませんが，金融ビジネ
スはソニーのその他のビジネスとは性質が異なるため，ソニーはこのよう
な比較表示が連結財務諸表の理解と分析に役立つものと考えています。な
お，以下のソニーの連結の金額は，金融ビジネスと金融ビジネス除くその
他のビジネス間の取引を相殺消去した後のものです。」との説明が加えら
れていることにまず注目しなければならない。これは重要な文章である。
これらの要約財務諸表について私見を加えると，「ソニー連結」の数値は，
本体の連結財務諸表の数値の要約版であるが，「金融ビジネス」の数値は，
連結財務諸表注記の「セグメント情報」の箇所で記載されている項目およ
び金額数値は少なく．多くの項目と数値は新しい追加情報の開示である。
また「金融ビジネスを除くその他のビジネス」は，「エレクトロニクス」，「ゲ
ムー」，「映画」．「音楽」，「その他」の 5つのセグメント情報分の単純な集
計数値ではなく， 5つのセグメント間取引高も消去整理されたものであろ
うと思われる。
「金融ビジネス」と「金融ビジネスを除くその他のビジネス」の単純合
計数値は」ソニー連結」数値とは一致しない。両者の差額金額はそのもの
の表示・説明がないので，金融ビジネスとそれ以外のビジネスとのセグメ
ント間取引消去に関連するものと筆者は考え，それを連結調整額として，
各要約財務諸表の横に，あえて筆者が特に注として追加してみた。
このように考えてみると，「金融ビジネス要約財務諸表」は，外部監在
の対象とならない非財務会計制度上の財務諸表であろう。これは，親・子
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会社の個別財表から企業集団トータルの連結財表への中間作成過程で作成
される，いわばセグメント区分別のグループ財務諸表と考えることができ
る。多くの企業では，これはカンパニー制の元で．管理会計上，会社内部
で作成されている非開示のものの利用と推察される。その意味では，ソニ
ーにおけるこれら情報の開示は．外部監査対象外のものとはいえ．有益な
情報の外部提供であると評価できる。
これらの要約財務諸表における「金融ビジネス」数値は，「ソニー連結」
及び「セグメント情報」の数値とは．各セグメント間取引消去問題もあり，
単純に比較できない異質のものとみられるが，連単比較分析の場合と同様
の視点から．それの活用もそれなりに十分期待される。
その意味では．「金融ビジネス」と「金融ビジネス以外…」とのセグメ
ント合計数値利用への配慮も. 11要な問題であると思われる。
5 ソニーの金融ビジネス要約損益計算書からみた分析
前述したソニーの金融ビジネス要約損益計算書について引用すると，次
頁の図表8である。
図表8についてみると， ‘‘金融ビジネス収入”は，「金融ビジネス」数値
が「ソニー連結」数値より，平成13年度 (2002年3月期）で約289億円，
平成14年度 (2003年 3月期）で約279億円大きくなっている。これは他セ
グメントとの取引高消去と考えられる。“営業利益”では，「金融ビジネス」
と「金融ビジネス以外……」のセグメント合計数値は，「ソニー連結」数
値と比べて，平成13年度で約 4億円，平成14年度で約10億円大きくなって
いる。“税引前利益”については，セグメント合計数値と連結数値は．平
成13年度は同額であるが，平成14年度では，営業外収益・費用の影響によ
り，連結数値の方が約54億円少なくなっている。
さらに，‘‘当期純利益”のセグメント合計数値と連結数値の差異は，平
成13年度は連結数値の方が約 8億円大きくなっている。これはこの年度の
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図表8 ソニーの要約損益計算書（監査対象外） （セグメント合計一連結）
金融ビジネス
金融ビジネスを除くその
ソニー連結 連結調整額
他のビジネス
平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度
科目 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
金融ビジネス収入 512,245 540,519 ー·—"' —., 483,313 512,641 △ 28,932 △ 27,878 
純売上裔および営業収入 ・- '"● " 7,102,369 6,971,737 7,094,945 6,960,992 △ 7,424 △ 10,745 
売上高および営業収入 512,245 540,519 7,102,369 6,971,737 7,578,258 7,473,633 △ 36,356 △ 38,623 
金融ビジネス費用および営業費用 490,111 517,181 6,989,446 6,808,635 7,443,627 7,288,193 △ 35,930 △ 37,623 
営業利益 22,134 23,338 112,923 163,102 134,631 185,440 △ 426 △ 1,000 
営業外収益・費用（△)一純額 △ 1,861 △ 1,307 △ 40,421 67,878 △ 41,856 62,181 △ 426 △ 4,390 
税引前利益 20,273 22,031 72,502 230,980 92,775 247,621 ,. —· △ 5,390 
法人税等その他 11,477 13,072 72,785 102,062 83,443 132,102 △ 819 △ 1,032 
会計原則変更による累積影響額 43,305 1,673 _,,,
 5,978 " ・-
当期純利益 13,101 8,958 11,390 110,918 15,310 115,519 819 △ 4,358 
ソニー「有報」第1-2「事業の状況」より引用（平成15年版）
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法人税等その他の影響であろう。平成14年度は種々の影響を受けてか，セ
グメント合計数値よりも，連結数値の方が約44億円少なくなっている。
この要約損益計算書では，連結財表注記のセグメント情報として開示さ
れていなかった“営業外収益・費用ー純額"'u税引前利益"'..法人税等そ
の他"' . 当期純利益＂の金額までも，追加して開示されていることに注 H
しなければならない。これは外部監査対象外とはいえ，優れた情報開ホと
して評価できる。
金融ビジネス要約損益計算害の各年度数値を比較分析を行うとすれば，
少なくとも 3か年比較が望ましい。幸にも， 2002年（平成14年） 3月期の
要約損益計算害には2001年 3月期分がリステートされた数値が開ぶされて
いる。頁数の増加を避けるため， t要•項 H とその金額のみを追加すると，
次の如くである。 2001年 3月期分は売上高4,788億円，‘慇業利益174億円，
税引前利益186億円，法人税等94億円，ぎ引期純利益92億円である。
そこで，「セグメント情報」で記載されていなかった「金融ビジネス」
の3か年の年度別の各段階の利益金額を表示すると，次の如くであり， 3 
か年では各年度大きく Hヽtった大きな変動は生じていない。
・-. , ..一，""'"ー-. •—.. ---·--一—-·"'.....,._, _ . ー ・"'●"',. ・ー・----・--
平成12年度 平成13年度 平成14年度 3か年平均
O営業利益 174低円 221億円 2331意ドj 209低円
O税引前利益 186億円 203億円 220偉円 203億円
O'½ 期純利益 92億円 13H意円 90樟円 104億円
しかし，「金融ビジネス」を構成している「生保」，「損保」，「銀行」，「リ
ース・クレジット他」の各子会社の個別業績の年度別変動の推移を，さら
に追加的分析により把握するが望ましい。
次に，「金融ビジネス」の「ソニー連結」に対して占める役割は，平成
12年分の数値を追加してそのウェートの比率でみると次頁の如くである。
これらの比率は他のビジネスセグメントの業績の各年度別変動が著しい
ために特に当期純利益段階で占める割合の変動が激しくなっている。
さらには前述の図表 6 (前回の48巻5号掲載）における営業利益につ
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平成12年度 平成13年度 平成14年度 3か年平均
O営業利益段階 7.7% 16.4% 12.5% 12.2% 
O税引前利益段階 7.0% 21.9% 8.7% 12.5% 
O当期純利益段階 54.7% 90.4% 7.5% 50.9% 
いての「保険のち金融」セグメントの 8か年間におけるウェート変動推移
と合わせてみることが重要と思われる。
6 ソニーの金融ビジネス要約貸借対照表からみた分析
前述の金融ビジネス要約貸借対照表を引用すると，59頁の図表9である。
図表9についてみると， まず流動資産合計では，セグメント合計数値と
連結数値の差異は，平成14年3月期末で約636億円，平成15年3月期末で
約347億円，連結数値が少なくなっている。これは連結調整額と思われる。
固定資産合計について，セグメント合計数値と連結数値との差異は，平成
14年3月期末で約3,136億円，平成15年 3月期末で約3,210億円連結数値の
方が少なくなっている。この主な要因はセグメント間投資額が巨額になっ
たためと思われる。具体的にも，平成14年3月期分として投資および貸付
金が約1,110億円と金融ビジネスヘの投資約1,702億円，平成15年 3月分と
して投資および貸付が約1,203億円と金融ビジネスヘの投資約1,702億円が
それに含まれている。
流動負債合計について，セグメント合計数値と連結数値との差異は，連
結数値の方が，平成14年3月期末で約636億円，平成15年3月期末で約467
億円少なくなっている。固定負債合計について，セグメント合計数値と連
結数値との差異は，連結数値の方が平成14年 3月期末で約1,406値円，平
成15年3月期末で約1,364億円少なくなっている。
資本合計について，セグメント合計数値と連結数値との差異は，連結数
値の方が平成14年3月期末で約1,801億円，平成15年 3月期末で約1,789億
円少<. それは，主として「金融ビジネスヘの投資」の各年度分金額との
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連結消去対象額であると考えられる。
金融ビジネス要約貸借対照表における「金融ビジネス」特有の勘定科H
の金額を少なくとも 3か年分比較することが重要と思われる。そこで，
2002年3月期の要約貸借対照表から， 2001年3月期分の主要項目と金額を
抜書き追加すると，次の如くである。 2001年3月末は流動資産（現金・預
金等，有価証券を含む）合計5,321億円，固定資産（投資および貸付，繰
越保険契約費を含む）合計15,421億円，資産合計20,742億円，負債合計
17,700億円．資本合計3,042億円，負債および資本合計20,742億円である。
さらに次頁の図表9により「金融ビジネス」特有とみられるそれらの
資産と負債の科Hと金額を年度別に拾い出し， さらに平成12年度 (2001年
3月期）末分を追加記人すると，次の如くである。
（資産科§) 平成12年度末 平成13年度末 平成15年度末 3か年平均
占. ・・・・・-・・-
O現金・預金等 3,072億円 3,273億円 2,749億円 3,031億円
O有価証券 779億円 1,574億円 2,366億円 1,573億円
O投資および貸付金 11.047億円 13,886億円 17,417億円 14,117億円
O繰越保険契約費 2,700億円 3,082億円 3,279億円 3,020億円
小計 17.598億円 21,815億円 25,811億円 21,741億円
資産合計 20,742億円 24,961億円 29,104億円 24,936億円
（負債科目） 平成12年度末 平成13年度末 平成15年度末 3か年平均
O銀行ビジネスにお
1,065億円 2,487億円"'"'"'"' , _ ける顧客預金
O保険契約債務・
13,660億円 16,804億円 19,144億円 16,536億円その他
小計 13,660億円 17,869億円 21,631億円 17,720億円
負債合計 17,700億円 21,779億円 25,887億円 21,789億円
次に「金融ビジネス」の資産と負債，資本のうち，注目すべき項目と金
額について， 3か年分の比較として，「金融ビジネス」数値を「ソニー連
結」数値に対する構成割合として示すと， 60頁の如くである。
図表9 ソニーの要約貸借対照表（監査対象外） （セグ［御メ参ン考ト］合末計政ー注連結）
金融ビジネス 金そ融のビ他ジのネビスジをネ除スく ソニー連結 連結調整額
平成14年現3月31 平成15年現3月31 平成1日4年現在3月31 平成1日5年現在3月31 平成1日4年現在3月31 平成1日5年現在3月31 平成1日4年現在3月31 平成1日5年現在3月31
日在 日在
科目 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
資産
流動資産 626,676 687,925 2,774,121 2,500,959 3,337,212 3,154,214 △ 63,585 △ 34,670 
現金・預金および現金同等物 327,262 274,928 356,538 438,130 683,800 713,058 
．．． 
有価証券 157,363 236,621 4,784 4,899 162,147 241,520 
受取手形および売掛金 76,530 69,067 1,178,675 942.193 1,242,826 1,007,395 △ 12,379 △ 3,865 
その他 65,521 107,309 1,234.124 1,115,737 1,248,439 1,192,241 △ 51,206 △ 30,805 
繰延映画制作費 ""—• 313,054 287,778 313,054 287,778 
． 
投資および貸付金 1,388,556 1,741,748 420,226 372,671 1,697,807 1,994,123 △ 110,975 △ 120,296 
金融ビジネスヘの投資（取得原価） ""' 170,189 170,189 """" △ 170,189 △ 170,189 
有形固定資産 50,084 45,993 1,361,582 1,232,357 1,411,666 1,278,350 "'. 
その他の資産 430,736 434,768 1,027,716 1,251,811 1,426,056 1,656,080 △ 32,396 △ 30,499 
繰延保険契約費 308,204 327,869 "'●● " 308,204 327,869 "' 
その他 122,532 106,899 1,027,716 1,251,811 1.117,852 1.328,211 △ 32,396 △ 30,499 
2,496,052 2,910,434 6,066,888 5,815,765 8,185,795 8,370,545 △ 377,145 △ 355,654 
負債および資本
流動負債 254,740 420,246 2,367,341 2,061,485 2,558,496 2,435,048 △ 63,585 △ 46,683 
短期借入金 66,886 72,753 329,977 126,687 354,063 158,745 △ 42,800 △ 40,695 
支払手形および買掛金 4,552 5,658 775,452 693,347 767,625 697,385 △ 12,379 △ 1,620 
銀行ビジネスにおける顧客預金 106,472 248,721 ""' 106,472 248,721 'ー
その他 76,830 93,114 1,261,912 1,241,451 1,330,336 1,330,197 △ 8,406 △ 4,368 
固定負債 1,923.126 2,168,476 1,451,033 1,600,484 3,233,521 3,632,580 △ 140,638 △ 136,380 
長期借入債務 135.958 140,908 813,487 802,911 838,617 807,439 △ 110,828 △ 136,380 
未払退職・年金費用 7,469 8,737 291,620 487,437 299,089 496.174 ""' 
保険契約債務その他 1,680,418 1,914,410 - 1,680,418 1,914,410 "' 
その他 99,281 104,421 345,926 310,136 415,397 414,557 △ 29,810 
少数株主持分 16,170 15,677 23,368 22,022 7,198 6,345 
資本 318,186 321,712 2,232,344 2,138,119 2,370,410 2,280,895 △ 180,120 △ 178,936 
2,496會052 2,910.434 6,066,888 5,815,765 8,185,795 8,370,545 △ 377,145 △ 355,654 
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科H 平成13/3期末 平成14/3期未 1平成15/3期未 I  3カ
流動資産 15.3% 18.8% I 21.8% 
うち現金・預金等
［連結対比l '三年:4•5j'.均7% I 
50.6% 47.9% 38.6% . I 
有価証券 86.5% 97.0% - 98.0% -- 93.8% I 
固定資産 35_4% 38.6% 42.6% 38.9% I 
--
投資および貸付金 79.5% 81.8% 87.3% 82.9% 
資産合計 26.5% 30.5% 34.8% 30.6% 
aaa '. 
流動負債
--BIS区分Kがナシ ——-… 5:10~9..00:% J% ニー・—ロ1519—..33%% +-ー-：ご---c I i固定負債 -''',, ・・--・・・"● 9● , .. , ___ , _,__ ," . _, "'● . ---
負債合計 32.1 % 
・-'" - --・ ""—-ー一—,．’’ ’ ― +― 
資本合計 13.1 % 
·•····• -・-・... , ___·~. —-- -- - - ----- ---・-・---・----. ・・---
7 ソニーの金融ビジネス要約キャッシュ・フロー計算書か
らみた分析
次に，金融ビジネス要約キャッシュ・フロー計算書を引用すると，次貞
の図表10である 0
図表10についてみると，それは要約貸借対照表と比べて文字通り要約的
で大項Hの表ホのみであり，具体的な勘定科H表ホはない。
「営業活動から得た現金・預金（純額）」は連結数値がセグメント合
計数値より約 9千万円平成13年度では少くなっている。平成14年度でば
連結数値がセグメント合計数値よりも約50億円少くなっている。
「投資活動に使用した現金・預金（純額）」は，連結数値がセグメント
合計数値より約37億円，平成13年度では少なく，平成14年度では反対に
連結数値の方が約39億円大きくなっている。
「財務活動から得た•財務活動に使用した（△)現金・預金（純益）」は，
平成13年度は連結数値の方がセグメント合計数値より得られた額で約36億
円少ない。平成14年度では連結数値の方がセグメント合計数値より約89
億円使用額が少なくなっている。
［御参考］末政注
図表10 ソニーの要約キャッシュ・フローの計算書（監査対象外） （セグメント合計ー連結）
金融ビジネスを除く
金融ピジネス ソニー連結 連結調整額
その他のビジネス
平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度
科目 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
営業活動から得た現金・預金（純額） 301,625 315,968 436,059 542,848 737,596 853,788 △ 88 △ 5,028 
投資活動に使用した現金・預金（純額） △ 401,866 △ 517,383 △ 368,951 △ 185,163 △ 767,117 △ 706,425 I I 3,700 △ 3,879 
財務活動から得た• 財務活動に使用した
120,255 149,086 △ 31,603 △ 251,128 85,040 △ 93,134 △ 3,612 8,908 
（△）現金・預金（純額）
為替相場変動の現金・預金および現金同
3 △ 5 21,033 △ 24,965 21,036 △ 24,971 1 
等物に対する影響額
現金・預金および現金同等物純増加・減少 20,017 △ 52,334 56,538 81,592 76,555 29,258 
（△）額現金・預金および現金同等物期首残高 307,245 327,262 300,000 356,538 607,245 683,800 
'"' 
現金・預金およぴ現金同等物期末残高 327,262 274,928 356,538 438,130 683,800 713,058 
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これら種々の差額はセグメント間で，営業，投資，財務のどの活動に属
するかの区分が異なるためかと思われる。
次に，「金融ビジネス」数値が，「ソニー連結」数値にどのような構成割
合を占めているかをみることにする。そのため，平成12年度分の数値，す
なわち，「営業活動からの現金・預金」 2,839億円，「投資活動に使用した
現金・預金」 .&2,911億円，「財務活動から得た•財務活動に使用した現金・
預金」 863億円の数値をさらに追加使用し，図表10の数値と共に使用し
て， 3か年分の比較表ホした比率をホすと，次の如くである。
項 ~ 平成12年度 平成13年度 平成14年度 3か年平均
営業活動からの現金・預金 52.1 % 40.9% 37.0% 43.3% 
投資活動に使用の現金・預金 40.5% 52.4% 73.2% 55.4% 
財務活動からの現金・預金 64.2% 141.5% 1491 102.9% ▲ 931 2カY年'JI.ピj... 
~• • 
これをみると，金融ビジネスのキャッシュ・フローのウエイトが高いこ
とを示している。なお，財務活動による現金・預金については．平成14年
度分は金融ビジネス収人が1,491億円人超であるが，連結支出は反対に931
億円出超となっないる。
そこで，実情をわかりやすくするためにさらに， 3か年分のキャッシ
ュ・フローの要約整理表を作成し，図表11として次頁に示した。それには
営業活動の現金・預金から投資活動の現金・預金を差引いた (A)の金額
とさらに (A)から財務活動の現金・ 預金を差引いた (B)の金額を算
出している。なお (A)の金額はフリー・キャッシュ・フローであろう。
さらに，図表11について，「金融ビジネス」と「ソニー連結」のキャッ
シュ・フローのパターンおよびフリー・キャッシュ・フローの相違をわか
りやすいように，営業活動分を100%としそれに対する投資活動分の割
合と，さらに財務活動分の割合を比率で示すと，次頁のようになる。
さらに，各年度の内容の質的な側面を理解するためには，「金融ビジネス」
特有のキャッシュ・フローの内訳勘定科目をみることが必要であると思わ
れる。そこで，連結キャッシュ・フロー計算書本体などにより，それに関
ソニーのビジネスセグメント情報の分析(2) (末政）
図表1 要約キャッシュ・フローの整理表
(811) 63 
（単位：億円）
金融ビジネス
項目
金融ビジネス以外 ソニー連結
2001/3 2002/3 2003/3 2001/3 2002/3 2003/3 2001/3 2002/3 2003/3 
営業活動からのキャ
2,839 3,016 3,160 2,609 4,360 5,428 5,448 7,376 8,538 
ッシュ・フロー
投資活動へのキャッ
△ 2,911 △ 4,019 △ 5,174 △ 5,253 △ 3,689 △ 1,851 △ 7,190 △ 7,671 △ 7,064 
シュ・フロー
差引 (A) △ 72 △ 1,003 △ 2,014 △ 2,644 671 3,577 △ 1,742 △ 295 1,474 
財務活動からのキャ
863 1,203 1,491 1,454 
ッシュ・フロー
△ 316 △ 2,511 1,344 850 △ 931 
差引 (B) 791 200 △ 523 △ 1,190 355 1,066 △ 398 555 543 
為替相場変動による 210 210 △ 250 210 210 △ 250 
キャッシュ・フロー
キャッシュ・フロー
の純増（減）
791 200 △ 523 △ 980 565 816 △ 188 765 293 
キャッシュ・フロー
2,281 3,072 3,272 3,980 3,000 3,565 6,261 6,073 6,838 
の期首残高
同上期末残高 3,072 3,272 2,749 3,000 3,565 4,381 6,073 6,838 7,131 
［金融ビジネス］ ［ソニー連結］
項目 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度
営業活動からの現金預金 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
投資活動に使用の現金預金 ▲ 102.5% Al33.2% ▲ 163.7% &132.0% A.104.0% .A.82.7% 
財務活動からの現金預金 30.4% 39.9% 47.2% 24.7% 11.5% ▲ 10.9% 
差引 27.9% 6.7% A.16.5% ▲ 7.3% 7.5% 6.4% 
係するとみられる特別の勘定科目などを拾い出して，要約的に書き出すと，
次頁の如くなるであろう。なお，拾い出した勘定科目は私見によるもので
あり，見解が分かれるかも知れない。
このように，「金融ビジネス」に制約された特有のキャッシュ・フロー
の内訳科目の金額の大きさによって，「ソニー連結」のキャッシュ・フロ
ーの総額が大きな影響を受けていることに注目を要するであろう。
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□［営業—活動か 項目 平成12年度 平成13年度 I 平成14年度 3か年平均 l I ←-らの現金・預金］
計2,839億円 l,t3,016憶円 計3,160億円 計3,005億円jI （うち特別な科§)
O保険契約債務その他の増加 2,411億円 3,144億円 2,340億円 2,632億円
O繰越保険契約費の増加 △ 690億円 △ 715億円 △ 661億円 △ 689億円
O生命保険ビジネスにおける
△ 200偽円 △ 557億円 △ 379億円売買目的有価証券の増加
［投資活動に使用した現金・預金］ △ 2,911億円 計△4,019値円 計△5,174億円 計4,034億円
~~ 
O投資およぴ貸付 △ 3,293億円 △ 7,058億円 △ 10,264億円 △ 6.872億円
O有価証券の債還、投資有価
932億円 3.451億円 5,425億円 3,269億円証券の売却および貸付金の回収
［財務活動から得た現金・預金］ 863億円 rltl,203億円 計1,491億円 計1,186億円
O銀行ビジネスにおける顧客預金 1,065億円 1,420億円 1,243億円
—-- --. "・-・一，~.........● " "―,・- ・―'""' " ・-•• ● ● ・ --・"● ... ム-・-・-------. "'.... ・-.、
結びに代えて
ソニーのビジネスセグメント情報の分析において，特に金融ビジネスセ
グメントの分析は，財務諸表制度外の要約財務諸表（監介対象外）の活川
によって，従来の連結財表注記のセグメント情報の利用だけで，みること
ができなかった諸点の解明が， 一歩でも進めることが可能になったものと
思われる。
しかし，セグメント情報を構成する生保，損保，銀行，クレジットの内
訳子会社の個別業績との点検照合が，それらの資料入手不足などによ
り，十分な分析ができなかった。そこで当初考えていた「金融ビジネス」
の連結総合業績へ貢献度評価は，上記の資料分析のみでは十二分に推考し
た結論的な見方を示すことができなかった。
本稿による現時点の見方として， ソニーの「金融ビジネス」セグメント
は連結全体の利益金額面で大きな役割は占めていないが，利益面での「生
保」の貢献により比較的安定的である。しかし，連結全体の財務面では，
その関係の資産と負債， とくに「生保」関係特有の資産と負債の金額が巨
額であり，それらの年度別の急速な昇びが目立っている（注）。
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さらに，金融ビジネス特有のキャッシュ・フローが，連結全体のキャッ
シュ・フローの良好な姿を投影するのに役立っている点と，金融ビジネス
特有のキャッシュ・フローのパターンにも注目する必要があろう。
今後さらに追加的な資料分析により，「金融ビジネス」特有の資産と
負債の科目内容，とくに「投資および貸付金」，「繰延保険契約費」，「保険
契約債務」の内容の分析検討も重要である。
さらに，「金融ビジネス」セグメントを構成する生保，損保，銀行，ク
レジットの各連結子会社， とくに，「生保」子会社の個別業績そのものの
内容分析・検討も残された課題である。
それらの検討の上で，「金融ビジネス」の連結総合業績への貢献度評価
が行われるべきであろう。
（注）参考データとして，前述の数値（本号58頁）に平成 7年度末から平成11年度末
までの関係数値を連結貸借対照表より抜き書き追加記入すると，次の如くである。
勘定科H 平成 7年度末 平成 8年度末 平成 9年度末 平成10年度末 平成11年度末
投資および貸付金 6,806 7,869 8,505 9,807 10,756 
繰延保険契約費 1,128 1,480 1,631 1,999 2,400 
保険契約債務 4,473 5,792 7,140 9,139 11,249 
（単位：億円）
